予算要求資料
平成２６年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：観光費　目：観光開発費
	事業名　新県営公園誘客推進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　商工労働部　観光課　観光企画係　電話番号：058-272-1111（内 3074）

　　　　　　　E-mail： c11334@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　　40,000 千円（前年度予算額：0円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	40,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	40,000

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
      過去５カ年のピーク時に比べ、計５３万人、入込客数が減少している県営４公園（養老公園、河川環境楽園（世界淡水魚園）、平成記念公園日本昭和村、花フェスタ記念公園）の誘客促進を、各施設と連携して重点的に推進する。
（２）事業内容

　　　県営４公園ごとにハード・ソフト両面から、誘客推進に必要な対策を取りまとめた「誘客促進計画」における事業を施設とともに展開する。
　　　また、４公園の周遊のため有効な施策立案に向け、周遊きっぷを活用した実証実験を実施する。
（３）県負担・補助率の考え方

　　　県営施設における観光入込客数の更なる拡大を図るための施策であり、施設を所有している県が負担することが妥当である。
（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	委託料
	39,646
	・県営公園ごとに策定した「誘客促進計画」に基づく事業推進
（イベント開催、施設のＰＲ強化、施設改修等）

・周遊割引切符の印刷及びＰＲ

・公園利用者への他施設周遊に係るニーズ調査

	その他
	354
	旅費、消耗品費、役務費

	合計
	40,000
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　岐阜県長期構想
　Ⅱ　ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり

　３　地域の魅力を高め、観光交流を拡大し、消費を増やす

　　（人を呼び込み、地域の消費を拡大するために）
岐阜県観光振興プラン
（２）後年度の財政負担
　　　県営公園における観光入込客数の更なる拡大を図るための施策であり、施設の有効利用の観点からも継続する。
（３）事業主体及びその妥当性
　　　誘客促進計画に基づく事業は、それぞれの県営公園を管理運営する指定管理者が指定管理業務と併せて実施することが、最も効率的である。

一方、４公園の周遊促進に向けた事業については、各施設が個別で行うのではなく、所有者である県が一括して実施することが最も効率的である。

事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　県営４公園それぞれの観光入込客数を平成２９年までに、過去５年（平成２０年～２４年）の最多入込客数に比べ、５％の底上げを達成する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	河川環境楽園
観光入込客数
	－億円
（H  ）
	369万人
（H23）
	376万人
（H24）
	376万人
（H24）
	397万人
（H29）
	94.7％


	養老公園ｴﾘｱ
観光入込客数
	－万人

（H  ）
	74万人

（H23）
	74万人

（H24）
	74万人

（H24）
	103万人

（H29）
	71.8％

	日本昭和村

観光入込客数
	－万人

（H  ）
	39万人

（H23）
	42万人

（H24）
	42万人

（H24）
	59万人

（H29）
	71.2％

	花ﾌｪｽﾀ記念公園

観光入込客数
	－万人

（H  ）
	  28万人

（H23）
	  35万人

（H24）
	  35万人

（H24）
	 51万人

（H29）
	68.6％


※全て延べ人数ベース

※養老公園エリア：養老公園、養老天命反転地、岐阜県こどもの国、楽市・楽座養老の計
○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　特になし


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　特になし

	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	県営４公園の入込客数は過去５年のピーク時に比べ計５３万人減少しており、本県の観光入込客数の拡大は喫緊の課題である。また、いずれも集客能力の高い施設であり、これらを周遊することで、他の観光地点の底上げを図ることは、観光消費額の底上げのためにも非常に重要である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

―

	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

―

	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　県営４公園の観光客の底上げのためには、各施設の指定管理者との緊密な連携のもと、それぞれの公園の実情に応じた誘客対策を立案し、それに基づいた取組を進めていく必要がある。




（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
　観光客のニーズに対応しながら県営４公園の観光入込客を底上げし、さらにこれらを周遊してもらうためには、時流に合わせた継続的な取り組みが必要である。


